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② 介護現場での IoT/ICT 利活用
　  ─介護業界に IoT/ICT の利活用で革命を！─

日本の高齢化の現状

　我が国では 2017年 10月 1日現在 65歳以上の総

人口に占める割合は 27.7%となった．2025年には

高齢化率 30.3%，3人に 1人が 65歳以上，5人に 1

人が 75歳以上の高齢社会となる推計 1）が発表され

ている．この数字は，超高齢社会を大きく超過した 

“超超高齢社会”に突入することを意味する．さらに，

総人口が減少し，労働人口が減少する中で，介護現

場における業務の効率化と標準化が必須となってい

る．さらに，要介護者等一人ひとりに相応しい介護

サービスの提供も必要となり，自立支援や科学的介

護に向けた取り組みがなされている．

　国も第 5期科学技術基本計画において，新たな社

会 “Society 5.0”として，サイバー空間とフィジカ

ル空間を融合させ，経済発展と持続可能な開発目標 

（SDGs）の両立を達成する未来社会の姿を提唱して

いる．本稿では，すべての人とモノをつなげ，さま

ざまな知識や情報を共有し，今までにない新たな価

値を生み出すために，介護業界における IoTや ICT

利活用の可能性に触れていきたい．

介護現場での課題

介護職員の人材獲得に向けた ICT 利活用
　2016年の介護分野の有効求人倍率は 3.02倍と依

然と高い水準にあり，全産業の 1.36倍より高い水

準で推移 2）している．一方で 2016年度の離職率は

16.7%と高止まりしている．そのような状況下で外

国人による介護人材に頼らざるを得ない状況もある

が，その場合，「外国人介護職員と日本人介護職員

とのコミュニケーションはある程度できるが，介護

サービス提供時の記録や管理が難しい」「外国人介護

職員と日本人介護職員との両方の対応で施設管理者

には膨大な負担がかかる」といったことが課題とな

る．そこで，ICTを利活用し課題を解決することを

目指す．たとえば，介護サービスの実施記録に多言

語対応した ICTシステムを導入することにより，外

国人介護職員による業務記録を可能とする．さらに，

日本語のテキスト入力ではなく，母国語のメニュー

を選択することで，記録ミスや単純なケアレスミス

を防止・抑止することが可能になるだけでなく，言

語の障壁を超えた業務効率の向上や業務の標準化も

実現することが可能となる．

　一方，医療・介護分野での ICT利活用の割合は

40%以下 3），4）であり，他分野と比較しても利活用の

割合が低く，介護分野に絞るとさらに低い割合にな

る．しかし，ICTの利活用が低いことは，逆に利活

用を推進する余地は非常に大きいということにもな

る．また，労働生産性も低い分野のため，効率化・

標準化を行い，高める余地も大きいといえる．一見，

介護従事者が要介護者等に寄り添うことで成立する

サービスも多いことから，ICTや IoTの利活用がそ

ぐわないように見受けられるかもしれない．しかし，

業界全体を活性化し，効率化や離職抑止を図るため

には，可能な業務からでも ICTや IoTの利活用を推

進することが必要と思われる．
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多職種多法人による情報共有 ICT システム
　介護現場では手書きによる記録や帳票作成がされ

ているケースが多い．紙による記録や帳票作成が非

効率化を生み，残業等の業務負担が増加し，離職の

1つの要因にもなっている．しかし，単純に紙の記

録を ICTに転記するだけのペーパーレス化だけでは

業務効率化にはならず，かえって業務負荷を増加す

ることにもなりかねない．ICTの利活用により業務

の効率化を推進するためにも，業務フローの標準化，

記録・報告事項の定型化・コード化に基づき，選択

肢を選ぶだけで必要な記録・報告事項を入力・登録

できる“ルール化された ICTシステム”が必要で

ある．単なる SNS等のチャットベースの ICTシス

テムも，職種間のコミュニケーションの活性化と相

互理解には有効だが，非定型のテキストデータは業

務分析や生産性分析には適していない．また，今後，

さまざまな IoTセンサが普及すると，“ルール化さ

れた ICTシステム”なら必要項目が自動的に記録さ

れ，飛躍的な効率化が期待できる．また，国が進め

ている在宅医療・居宅介護の促進に向け，さまざま

な職種間の連携が重要視される．この場合でも“ルー

ル化された ICTシステム”が有効であり，職種間の

情報連携時にチャットベースの全文を熟読しなくて

も，自らの担当に関係する項目がひと目で判別・判

断できることが重要である．

総務省 IoT サービス創出支援事業

事業の概要
　2016年度第 2次補正予算 総務省 IoTサービス創

出支援事業にて，筆者らは介護業界における

① 「要介護者等に対する介護サービスの質向上」

② 「介護従事者に対する業務負担を軽減」

の課題を解決するために，IoTおよび ICTの利活用

に関して評価・検証した．

　同事業では図 -1および図 -2のように「睡眠セン
サ」「人感センサ」「ビーコンセンサ」「排泄センサ」

「バイタルセンサ」「服薬センサ」「活動量センサ」お

よび「介護業務・情報連携システム」を組み合わせ，

効果を検証した．なお，各 IoTセンサと介護業務・

情報連携システムとの接続には「総務省在宅医療・

介護分野における情報連携基盤（CHR）」を活用し，

課題：効果的なケアを確保する
要介護者に対する介護サービスの質向上

・ 睡眠状況や食事・服薬等の把握
・ 転倒や急変時の早期対応と予防措置
・ 充実したモニタリングによる効果的なサービス利用

課題：介護従事者の人員不足および過重労働の改善
介護従事者に対する業務負担を軽減
・ さまざまなIoTデータを介護システムとリンクさせて自動で介護記録に登録する
・ 介護従事者の活動量等の把握による負荷分散
・ モニタリング等のデータ分析による適切なリスク管理

睡眠

排泄

入浴

交流・余暇

運動・健診

食事・水分・服薬

移動・意思伝達

日常生活

介護サービス

IoT センサ

センサ
データ

収集

標準的・共通的なIoTデータ利活用の推進環境を整備
（1）既存のIoTや介護などさまざまなシステムを統合利用できる（マルチベンダ対応）
（2）情報連携基盤の共同利用によりIoTデータの利用ルールの標準化が進展する
（3）膨大なモニタリング等によるIoTデータを収集分析をする（NICTテストベッド活用）

■新規性 ・・・　　さまざまなIoTデータを共通様式にて統合・加工し，介護システム等に
自動的に登録する仕組みを，マルチベンダによるシステム間において連携で
きるよう環境を整備し，全国で共同利用をする取り組みはほかに例がない．
　

　要介護者の健康状態やバイタルサイン等のIoTデータはシステムが異なると分断されているため，個人に
名寄せして共通様式で収集・分析できるようにする．
　また，介護従事者の負担軽減に有効な活動量等のIoTデータを収集・分析できる環境の整備をする． 

図 -1　事業概要 
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連携および検証を行った．

IoT センサデータ連携
　前述の情報連携基盤を経由し，図 -3の各 IoTセ

ンサデータを取得し，介護システムへ記録を行った．

　主な流れは下記のとおりである．

①各 IoTセンサにて要介護者等もしくは介護従

事者の情報をセンシング

②センシングされたデータを情報連携基盤へ送信

※ センサデータ送信にあたり，施設のインフラ

（有線 LAN，無線 LAN）もしくは事業で用意

したモバイルルータのネットワーク環境を利用

し，インターネットを介した IPsec VPNを利

用し暗号化された状態で情報連携基盤へ送信

③情報連携基盤へ蓄積された要介護者の取得された

IoTセンサデータを介護システムからデータ取得

④介護システムが取得した IoTセンサデータを

要介護者一人ひとりの利用者データとして効果

的に活用できる状態に保存

　各 IoTセンサから取得した情報を最終的に介護業

務システムへ連携する．そこで，IoTセンサで取得

した要介護者等のセンサデータを要介護者等一人ひ

とりに適した情報に可視化を実施した．

　図 -2の IoTセンサをすべて利用すれば介護従事

者の負荷軽減や要介護者等への介護サー

ビスの質向上につながるかといえばそう

ではない．要介護度が低い高齢者は活動

量が多く自立度も高い．その高齢者には，

「睡眠センサ」「人感センサ」「排泄センサ」

「服薬センサ」「活動量センサ」等の活動

を可視化するセンサの活用が効果的であ

る．逆に要介護度が高い高齢者は活動量

が少なく自立度も低い．その高齢者には

「睡眠センサ」「人感センサ」「排泄センサ」

等の見守りを中心としたセンサの活用が

効果的である．ただし，認知症高齢者は

夜間徘徊等の活動の中でも見守りを中心

としたセンサの活用が必要で，高齢者が

持参もしくは装着するセンサは身体に害

を及ぼすリスクもあるため，非接触・非

侵襲 IoTデバイスの活用を優先すべきで

ある．

IoT センサデータ利活用
　取得・連携した IoTセンサデータは，

匿名加工情報や統計情報として利活用す

ることが可能となる．

　たとえば，図 -4のようにナースコー
ルシステムの記録情報を業務種別ごとに

見守り支援システム 人感見守りセンサ エアコンみまもりサービス ワイヤレスコールシステム ビーコンみまもり

ウェア型バイタルセンサ

ウェアラブル活動量デバイス生活習慣改善支援サービス血圧計・体温計・オキシメータ血圧計・体温計・オキシメータ

服薬管理カレンダ

排泄予知ウェアラブル

図 -3　事業で利活用した IoT センサ

インターネット（VPN）

運動・健康

排泄 食事

睡眠・環境

情報連携基盤

介護システム 介護システム 介護システム

NICT総合テストベッドを活用

IoTデータの自動記録

【IoTデータの分析】
・フィードバック
・統計情報の集積

【IoTデータの収集】
・IoT機器のセキュリティ対策
・通信トランザクション
・データ形式の統一（標準化）
・統計データの集積

（随時処理・一括処理）

LAN

IoTデータ蓄積

（既存資産を活用）

Wi-Fi

睡眠・離床・環境
センサsystem

食事・水分・服薬
センサsystem

排泄
センサsystem

運動・健診
センサsystem

マルチベンダ対応

移動の方法，時間，頻度，
消費カロリー，体重，血圧，
内臓脂肪等を検知

排泄（便・尿）の時刻や回
数を検知（ｵﾑﾂ交換）

食事の摂取量やカロリー，
食事時間，水分補給，服薬
の有無を検知

睡眠の時間や質，目覚め
気分，離床，室内温度，湿
度，照度等を検知

　複数の介護事業所から収集され
たIoTデータ（ビッグデータ）を
収集し，分析・解析することで，
介護サービス質に結びつける．

　要介護者単位に収集された日常生活
のモニタリングされたIoTデータを介護
業務システムに自動記録することでア
セスメントの精度が向上して介護サー
ビスの充実につながる

図 -2　情報連携概略図
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分析すると，要介護者等に対する介護従事者の業務

割合を可視化できる．さらに，分析した情報と「人

感センサ」や「活量量センサ」等と情報を掛け合わ

せることで，従事者一人ひとりの業務状態を把握す

ることができ，業務の標準化・効率化を実現する際

の材料として活用することも可能である．

　さらに，IoTセンサ単独ではなく複数のセンサ情

報を“掛け合わせる”ことにより，精度の高い状況

把握や異なる情報の利活用を通じて，介護従事者の

業務負荷軽減や効率化・標準化および要介護者等へ

の質の高いサービスを実現することが可能となる．

　図 -5の例では，下記の 5つの要因が考えられる．

①睡眠時間が短い

②連続的な睡眠が取得できていない

　→ 睡眠不足（睡眠障害）の可能性

③日中帯に睡眠している

　→ 昼夜逆転（睡眠障害）の可能性

④トイレへ頻繁に行っている

　→ トイレ頻回（排泄障害）の可能性

⑤覚醒時，ベッド上で過ごしている

　→ 活動量低下の可能性

　センサを組み合わせることで，多くの情報を総合

的に把握することが可能となり，高齢者の多くが有

している疾病や障害の状況やリスクを迅速に客観的

に可視化することが可能となる．

　また，要介護者等の状況把握において，センサを

活用しない場合，定期的な居室訪問により状態を把

握し，生活状態の観察を記録・蓄積し，介護従事者

間でカンファレンスや連絡会議・申し送り等を実施

することで，要介護者等の生活状態の把握・共有が

可能となる．一方，センサを活用し，要介護者等の

生活状態（睡眠状態・夜間行動・排泄状態等）を客

観的なデータとして短期間（1週間程度）で可視化・

把握することで，記録業務の負担軽減と申し送り・

JobKindごとのコール件数

その他，1,310

服薬，34

排泄，3,994

医療，7
顔色，0
起床，123
血圧，13
食事，318
身体整容，58

相談，678

体温，2

移動，1,357

清拭・入浴，50

図 -4　ナースコールシステム解析

ベッド見守りセンサ

センサによる睡眠障害の発見と原因の特定
離床 覚醒（在床） 睡眠（在床）

12/13～15

12/13（水）
（睡眠時間：75分）

12/14（木）
（睡眠時間：78分）

12/15（金）
（睡眠時間：96分）

↑ ↑「離床」または「覚醒」の状態であることが分かる 　9：00～15：00の間に「睡眠」状態にあり，
昼夜逆転の状態が確認される．

居室人感センサによる反応が活発であり，合わせてトイレ人感センサの反応も見られる．
トイレ人感センサでは0：00～5：00の時間帯に5分～30分間の反応が9回程度確認された．

居室人感センサ
12/15

トイレ人感センサ
12/15

図 -5　睡眠センサと人感センサの掛け合わせ
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引き継ぎ業務の効率化を図ることが可能である．ま

た，「昼夜逆転」や「夜間トイレ頻回」も同時に判断

することができ，その際，発生する可能性が考えら

れる「転倒リスク」の低減のために，ベッドとトイ

レの動線の検討やレイアウト変更等も合わせて検討

を行うことが可能である．

　これらセンサ活用により介護従事者の生活状態把

握と各障害の原因やリスクが早期発見・特定できれ

ば，介入方法の検討が早期に可能となるため，能動的・

予見的な介助が可能となる．このことが，介護従事

者の負担軽減だけでなく，要介護者等への介護サー

ビス提供の質向上にもつながることが期待される．

IoT/ICT 利活用時の課題
　ICT/IoTの利活用は非常に効果的であると考えら

れる反面，利活用当初はシステムに不慣れなことや，

IoTセンサにより情報が増えることで，一時的に業

務負荷が増加することも懸念される．さらに，複数

の IoTセンサ情報を活用した場合には単一センサ情

報と比較して格段に情報量が多くなり，さらなる業

務負荷が増加することにもつながる可能性がある．

　IoTや ICTを利活用する場合には，介護従事者に

おける業務負荷の可視化，業務負担の軽減や効率化・

標準化を同時に実施する必要がある．記録業務や申

送り・引き継ぎ・介護従事者間の情報共有にかかわ

る業務や，要介護者等の居室訪問等による睡眠・排

泄・見守り等，介護業務の割合が比較的高い業務に

IoTや ICTを利活用し，効率化を図ることが必要と

なる．介護従事者が要介護者等に寄り添うことが必

要な業務と，IoTや ICTの利活用で効率化を果たす

ことが可能な業務とを整理し，人と機械の業務分担

の最適化を図ることで，介護従事者の業務負荷軽減

と要介護者等へのサービスの質向上を同時に実現す

ることが可能である．

IoT/ICT の利活用可能性

　介護業界での人材不足は深刻な問題である．今後，

ますます少子高齢化が進む中，IoTや ICTの利活用

は避けて通ることができない状況である．

　介護現場で働く環境をより良くし，介護人材の定

着を促進し，強いては要介護者等へのサービスの質

の向上にもつなげ，日本の介護ソリューションとし

て活用することが可能であると考える．

　また，今後急速に普及すると期待されるオンライ

ン診療に呼応して，介護業界では遠隔リハビリや高

齢者の生活状態把握等数，多くの利活用が進むと考

えられる．医療と介護の連携が求められる中，遠隔

による介護の必要性，医療職と介護職のチーム連携，

在宅（個人宅・施設居室）と専門職とのつながり等，

IoT/ICTの必要性ならびに利活用の可能性が大きく

広がると考えられる．
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